
中山間ふるさと・水と土保全対策について 
 
１ 鳥取県中山間ふるさと農山村活性化基金の概要 

県基金名 鳥取県中山間ふるさと農山村活性化基金 

設置目的 

 山村振興法により指定された振興山村、過疎地域自立促進特別措置法に規定する過疎地域その他
自然的、経済的、社会的諸条件に恵まれない地域において、住民が共同して行う農山村が保有する多
様な機能の維持及び強化並びに利用及び活用に係る活動等を推進しもってこれらの地域の農山村の活
性化を図ること。 

国事業名 
中山間ふるさと・水と土保全対策事業 

（通称︓水土基金） 
中山間ふるさと・水と土保全推進事業 

（通称︓棚田基金） 

造成期間 平成５〜９年度 平成１０〜１２年度 

基金残高 
(R５末 
見込) 

６６０，４７３千円 ４３２，８１１千円 

１，０９３，２８４千円（県２／３、国１／３） 

国要綱 

 中山間地域において、農地や土地改良施設の
有する多面機能の良好な発揮と地域住民活動
の活性化を図るため、地域住民活動を推進する
人材の育成、施設や農地の利活用及び保全整
備等に対する支援を行う。 

 棚田及び周辺土地改良施設の有する多面的機能
の良好な発揮と地域住民活動推進を図り、中山間
地域の農業・農村の活性化を資することを目的とした
都市住民等の活動参加ネットワークの構築・運営、
地域住民活動を推進する人材の育成、施設や農地
の保全・利活用活動等に対する支援等を行う。 

対象事業
の概要 

○土地改良施設・農地の機能の強化・保全に
関する調査研究 

○地域住民活動の活性化などのための研修 
○保全対策事業の必要性等の啓発 

○都市住民等の保全活動への参加促進・支援 
○住民組織が行う保全活動の推進 
○住民組織が行う保全活動経費への助成 

 
２ 令和５年度における主な基金充当事業一覧                         （単位︓千円） 

事業名 内容 基金 R５予算 
R５実績
（見込） 

みんなで取り組む農山村保全活
動支援事業 

・農山村ボランティア事務局委託 
・とっとり共生の里 

水土 
棚田 

12,214 11,254 

DX を活用した農業水利施設管
理推進事業 

・農業水利施設の施設管理体制整備 水土 8,000 9,213 

合計   20,214 20,467 

 
３ 令和 5 年度における基金の運用状況 
  ○ 運用益      ６８３千円（債券運用、大口定期預金による運用益） 
  ○ 取崩額 １９，７８４千円（元金取り崩し） 

※毎年度の事業費は、国の要綱等により前年度末基金残高の５％が上限となっている。 
※近年は、運用益が減少傾向にあり、取崩額が大きくなりつつある。 
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４ 基金事業の実施に係る５ヶ年計画 

  本基金事業では、成果目標・必要事業量等を明確化した複数年にわたる事業実施計画を策定することとなって
おり、事業実施計画に基づく計画的な事業実施に加え、各年度及び目標年度における成果目標に対する事業実
績の評価を行うこととしている。 

 
５ 基金事業の評価ついて 

  本基金事業は、造成年から相当期間を経過しているため、基金事業として実施することの必要性や透明性、基金
規模の妥当性などについての検討や適切な対応を求められているところ。 

 
 本県の対応状況 

上記基金を巡る昨今の情勢を踏まえ、次の点について検討・対応をしつつ、適切な基金の管理及び事業実施を
進めているところ。 

項目 検討・対応等 
基金事業としての性質
の該当性 

実施事業について基金方式によることの妥当性（複数年度にわたる事業、弾力的
な支出が必要、複数年度にわたる財源確保など）を判断するため、第三者からの
意見を踏まえた客観的な判断を継続的に実施。 

  第三者からの意見は本委員会を活用 
基本的事項の公表に
係る規定の整備 

基金の運営及び管理に関する基本的事項等の情報を県ホームページ掲載し公
表。 

  以前より対応済み（基金の概要、事業実施計画、第三者委員会による評
価、各事業の実施状況、基金運用状況等） 

保有割合等の報告に
係る規定の整備 

保有割合等を国に報告するなどし、基金規模を客観的に把握するとともに、基金規
模の妥当性を適切に確認 

  基金の保有割合として、基金の毎年度の事業費上限額（前年度末基金残
高の 5％）に対する事業計画額の割合を指標値として設定し、基金の必要
性、基金規模の妥当性について第三者からの意見を踏まえ客観的な判断を継
続的に実施。 
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１ 事業の概要

大学生
一般社会人

企業
（従業員や家族）

市街地住民
（町内会や公民館）

●農業従事者の高齢化

●農業従事者の減少

●維持保全管理（直接支払等あるが）
集落での共同活動が大きな負担
（農地や水路等の草刈、泥上げなど）

●農村のマンパワー不足による閉塞感
を打開したい

●農村集落・地域の農業を盛り上げる
きっかけがほしい

中山間地域では高齢化や担い手不足から、これまで集落の共同作業で行ってきた農地や水路等の保
全管理ができなくなってきており、これに伴う住民の閉塞感も高まっている。
このため、農山村ボランティアや社会貢献に前向きな企業や市街地自治会等、多様な外部サポー

ターとの協働により、新たに農地等地域資源の保全管理に取り組む集落を支援し、地域の活性化を図
るものである。

と
っ
と
り
共
生
の
里

みんなで取り組む農山村保全活動支援事業

（とっとり農山村資源保全活動推進事業）

（共生の里推進加速化事業）

（むら・まち支え合い共生促進事業）

鳥取県農業生産１千億円達成プランへの位置付け

基本方針 重点分野
１０年後を支える多様な担い手
が活躍できる環境を整えます

①担い手の育成・確保

②農業分野における働き方改革・デジタル社会の推進

産地力をアップし、農業所得を
高めます

③水田農業の収益性向上
④園芸産地の基盤強化

⑤収益性の高い畜産経営の実現

⑥新たな国際貿易協定等を踏まえた競争力強化と経営安定
「食のみやこ鳥取県」の魅力を
国内外に発信します

⑦農林水産物・加工品の輸出拡大
⑧６次産業化・農商工連携の推進、新商品の開発

⑨食のみやこ鳥取ブランドの発信
地域の農業を元気にし、農とと
もに活きる鳥取県を実現します

⑩中山間地域など地域農業の推進
●とっとり共生の里協定締結累積数
H28時点:12地区 ⇒R５実績見込:19地区(R７目標:20地区)

●農山村ボランティア派遣地区数
H28時点:40地区 ⇒R５実績見込:43地区(R７目標:50地区)

⑪農業生産基盤の次世代に向けた整備と保全
⑫農村地域の防災・減災対策の強化

⑬農とともに活きる鳥取県

⑭環境に配慮した農業の推進

・低コスト稲作技術の導入推進
（農地法面管理省力化技術の推進）

・ため池防災減災対策
・農村防災体制強化事業
・田んぼダムの推進

・DXを活用した農業水利施設管理
・日本型直接支払
・農地中間管理機構連携
・農業用施設の長寿命化
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棚田で稲作、イベントを実施

集落の食を通じた交流コミュニティの形成

梨の生産・販売活動を通して、
梨について学びを深める

高齢化・後継者不足の進行により、農地や農業用水路などの維持管理が困難になっている農山村集落に「農山村
ボランティア」を派遣し、農地など地域資源の保全管理を支援します。このボランティア派遣を行う事務局業務を民間
団体に委託するものです。

２ 農山村ボランティア （とっとり農山村資源保全活動推進事業）

令和５年度ボランティア派遣状況（１月末時点）※（ ）は当初契約数量、

＜近年の取組状況＞
 今年度、新型コロナが5類感

染症に移行したこともあり、派
遣地区数が増加傾向。

 市町村担当者会議での事業
周知や市町村担当者への
ニーズ聞取り等の成果もあり、
新規派遣地区が急増。

 農村活性化を目的とし、令
和３年度に立案した３企画
が、現在、６地域で展開され
ており、引き続き継続予定。

●農山村災害ボランティア業務の拡充
近年、激甚化する災害に対して迅速な派遣を行うため、ボランティアの事前確保や関

係機関との連絡調整を強化。
●農村活性化企画の実施・展開
令和3年度から取り組んできた農村活性化企画について、他地域にも展開し、中山

間の持続可能な維持・発展に繋げる。

草刈り 水路清掃 鳥獣害防
止柵設置

芝桜移植

だんだん

もぐもぐ

結梨

R５年度のボランティア派遣状況

地区名 受託者 派遣集落数 新規地区 継続地区 参加人数
東部 bankup 19集落 （5回）4回 （42回）34回 138人
中部 bankup 10集落 （5回）3回 （23回）23回 102人
西部 bankup 14集落 （5回）6回 （31回）26回 138人

近年のボランティア派遣実績

次年度以降の取組

農村活性化企画の実施・展開
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３ とっとり共生の里

余戸地区

小船地区五月田地区

船岡地区
河本地区

屋住地区
菅福地区

福園地区

日光地区

御机地区

あいみ
富有の里地区

東小鹿地区

宮田地区

南さいはく地区

会下地区

東郷地区

地区名 市町名 協定締結日 協定者
(上段:集落、下段:企業)

余戸地区 鳥取市
佐治町 H27.3.20 ・余戸集落

・旺方トレーディング

小船地区 若桜町 H27.3.20 ・小船集落
・因幡地区郵便局長会

五月田地区 智頭町 H27.3.20 ・五月田集落
・鳥取銀行

菅福地区 日野町 H27.8.8 ・菅福地区連合自治会
・伯耆地区郵便局長会

船岡地区
（３期目） 八頭町 R3.3.14 ・鳥取県生活協働組合

（外９団体）

御机地区 江府町 H28.7.2 ・御机集落
・ｻﾝﾄﾘｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

東小鹿地区 三朝町 Ｈ29.3.18 ・東小鹿集落
・東京海上日動火災保険

宮田地区 日南町 H29.5.12 ・宮田集落
・損保ジャパン日本興亜

会下地区 鳥取市
気高町 H29.7.23 ・会下集落

・三井住友海上火災保険

東郷地区 鳥取市 H29.9.16 ・東郷地区むらづくり協議会
・山陰酸素グループ

地区名 市町名 協定締結日 協定者
(上段:集落、下段:団体)

屋住地区 鳥取市
用瀬町 H27.5.18 ・屋住集落

・醇風地区公民館

河本地区 鳥取市
佐治町 H27.5.18 ・河本集落

・富桑地区公民館

福園地区 鳥取市
佐治町 H28.3.25 ・福園集落

・城北地区まちづくり協議会

日光地区 伯耆町 H28.5.28 ・日光地区協議会
・義方校区自治連合会

あいみ富有の
里地区 南部町 H28.7.24 ・あいみ富有の里地域振興協議会

・就将地区自治連合会

南さいはく
地区 南部町 H29.7.13 ・南さいはく地域振興協議会

・明道地区自治連合会

[とっとり共生の里 協定地区一覧] [むら・まち支え合い共生の里 協定地区一覧]

事業名 ●とっとり共生の里 ●むら・まち支え合い共生の里
協定期間 ５年間 ３年間

補助金
県2/3,市町1/3

1〜3年目 600千円
4〜5年目 300千円

1〜2年目 390千円
3年目 195千円

お試しとして単年度支援210千円

補助対象
農作業機械の購入リース／加工用機材・調理用器具の購入リース／
野菜の種苗、肥料代／パンフレット等の作成経費／交流会や収穫祭
に係る経費／その他活動に必要な経費 など

[助成制度]

3

殿地区
楠城地区

中山間地域の農村と企業や市街地住民が連携し、農地や農業用水路などの地域資源の保全活動を行いながら、
遊休農地の再生や農産物の生産、加工品づくりなどに取組み、農業農村の活性化につなげていきます。

◇今後の取組み◇
・令和6年度単年活動実施予定の地区（上段地区）と調整。
・令和4年度実施の集落アンケートで興味ありと回答した地域と
マッチング可能な企業を引き続き探す。

・県外企業の参画を図るため、東京本部等の県外事務所と連携
を図り、SNS等を活用した幅広な事業周知を図っていく。

気高町殿地区 鳥取市
気高町 R5.3.8 ・清水の恵みを守る会

・明治安田生命保険相互会社

楠城地区 鳥取市
国府町 R5.5.23 ・共生の里なわしろ

・鳥取瓦斯株式会社

多里地区

地区名 市町名 協定予定者
（上段:集落、下段:団体） 備考

多里地区 日南町 ・多里まちづくり推進協議会
・啓成地区自治連合会

R5〜単年活動実施中

[単年度活動実施地区]

23



 農家の高齢化、担い手への農地集積加速に伴う離農者の
増加といった農業事情の変化に伴い農業水利施設の管理
体制が弱体化する中において、あらゆる農業者が安心して
営農に取り組める環境を整備するため、「DXを活用した施
設監視システムの構築」により農家等による監視体制を支
援し、「農家や管理者の維持管理意識を向上」することによ
り適時・適切な維持管理を推進することを目的とした農業
水利施設ストックマネジメントセンターを設置する。

DXを活用した農業水利施設管理推進事業

① 施設管理者への監視記録等の技術的支援
② 基幹水利施設の機能診断及び監視記録に基づく中間評価
③ 施設監視効率化・情報共有化にかかるデータベースシステムの導入・管理
④ 機能保全計画に基づく保全対策の実施検討
⑤ 施設管理者勉強会の開催 ①〜⑤ は、県土連へ業務委託中

＜勉強会の内容＞
・水利施設に係るストックマネジメント、監視記録票、
ストックマネジメントＷＥＢ、水利施設監視の実例
など

①効果的な支援体制の検討（ストマネセンターの設置）

②施設監視・点検のシステム化（管理の効率化、高度化） ③施設管理者向け勉強会（知識・理解向上）

１ 事業の背景、概要

２ 事業のイメージ、実施状況

３ 令和５年度の実施内容と今後のスケジュール
＜R５年度の取組概要＞

＜各取組のスケジュール（予定）＞

R2年度︓施設管理の実態調査を踏まえ、効率的な施設管理を行うためのシステム化の検討。
R3年度︓施設管理者に複数のデータベースシステムを試験的に使用してもらい、その効果を検証。
R4年度︓データベースシステムの決定。システム構築にむけた点検データの収集・分析。
R5年度︓収集・分析した点検データや観測点をシステムへ蓄積し、システム構築を図る。

ストマネ意識向上のための各種研修会の実施。
R6年度︓データベースシステムの本格運用開始。スマホによる施設点検の導入により、更なる管理省力化を図る。

農家・管理者等の施設管理に対する技術向上・理解促進のための研修会の実施。
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環境保全型農業直接支払制度の取組 

 令和６年３月１５日 
                                  農地・水保全課 

１ 制度の概要 
化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域の慣行から原則として５割以上低減する取組と合

わせて行う取組へ支援。Ｒ２年度から第２期開始であり、Ｒ６が最終年。 
  

（交付対象取組・単価） 
  ・堆肥の施用：炭素貯留効果の高い堆肥を施用（4,400 円／10a） 
  ・カバークロップ：カバークロップ（緑肥）を作付（果樹・茶）（6,000 円／10a） 
  ・リビングマルチ：主作物の畝間に緑肥を作付（5,400 円／10a） 
  ・草生栽培：果樹園に緑肥を作付（5,000 円／10a） 
  ・不耕起播種：ほ場の全面耕起を行わずに播種（麦・大豆）（3,000 円／10a） 
  ・長期中干し：通常よりも長期間（溝切り＋14 日以上）の中干しを実施（800 円／10a） 
  ・秋耕：秋季に耕運、翌春に湛水（水稲）（800 円／10a） 
  ・有機農業：化学肥料及び化学合成農薬を使用しない（12,000 円（加算+2,000 円／10a） 

 ・地域特認取組[鳥取県：冬期湛水管理]（4,000 円～8,000 円／10a） 
・取組拡大加算（有機農業）：新規有機農業者に組織で技術指導実施（4,000 円／10a） 

 
 （農業者要件） 
  ・複数の農業者で構成される任意団体又は法人（農協除く） 
  ・販売を目的とした生産 
  ・みどりのチェックシート（国際水準 GAP を実施[GAP 研修の受講]） 
 
２ 取組状況 
（１） 令和５年度の取組状況（別紙１及び別紙２を参照） 
  ・取組件数：４５件（前年度比＋４件） 
  ・交付対象面積：４９８ｈａ（前年度比＋４７ｈａ） 

・交付額：２９，１６６千円（前年度比＋１,０３２千円） 
（増加理由） 

新規に若桜町・伯耆町が取組を開始し、特に若桜町で長期中干 15ha・秋耕 8.4ha が
始まった。また、堆肥の施用について、暖冬により大規模法人の散布作業が進み、前年
より取組面積が増加したため。 

 
（２）県の推進状況 
  ・市町担当者への令和５年度事業説明会の実施（R５年５月） 
  ・令和５年度鳥取県ＧＡＰ推進研修会の開催（R５年８月） 
  ・令和５年度鳥取県有機・特栽推進塾の開催（R６年１月、３月開催） 
  ・農業改良普及所・農業振興課への技術的協力及び農家への情報提供（PR チラシ）を依 
   頼し、体制整備を行った。 
  ・「農と食のフェスタ in せいぶ」への優良事例・PR パネル展示、PR チラシの配架 
  ・販路拡大セミナー・商談会情報の提供 
  ・抽出調査として、みどりのチェックシート（ＧＡＰ）取組確認を行い、農業者への制度

の周知と普及員からＧＡＰに関する指導を行った。 
 
３ 課題 
  ・令和４年度から交付要件となったみどりのチェックシート取組について、農業者への周

知と技術指導が必要となる。 
  ・取組の増加が少なく、関係機関と連携して継続した PR が必要。 
 
４ 今後の対応 
  ・環境保全型農業及びＧＡＰ取組推進のため、市町村、農業改良普及所等と連携して、み

どりのチェックシート取組状況の確認・指導を行い、農業者を支援する。 
・県開催のＧＡＰ研修や有機推進塾及び関係機関へのチラシの配架等での PR を行い、本

制度に取組んでいない農業者の掘り起こしを行うとともに、既存制度取組農家の販路拡
大を進めるため情報提供を行う。 
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別紙２ 

対象活動の年次推移 

 

 

項  目 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 
R5 年度 

（見込み） 

実施市町村数 14 14 14 14 14 14 

取組件数（団体数等） 47 44 40 41 41 45 

交付対象面積計 

（ｈａ） 

499 497 556 527 451 498 

交付額計（千円） 32,135 32,882 32,050 28,721 28,134 29,166 

堆肥の施

用 

実施件数 17 14 19 18 19 23 

実施面積  207 178 205 168 186 203 

 交付額  9,093 7,813 9,031 7,396 8,184 8,922 

カバーク

ロップ 

実施件数 27 23 20 17 18 19 

実施面積  180 197 185 173 148 142 

交付額 14,439 15,767 11,113 10,365 8,858 8,525 

長期中干

し 

 

実施件数   1 1 0 1 

実施面積    28 28 0 15 

交付額    224 224 0 120 

秋耕 実施件数   3 4 1 5 

実施面積    24 50 7 25 

交付額    191 404 56 202 

 

有機農業 

実施件数 19 15 12 20 16 19 

実施面積  86 86 83 72 77 79 

交付額  6,738 6,618 9,588 8,076 8,850 9,075 

(地域特認)

冬期湛水

管理 

実施件数 8 6 6 5 7 8 

実施面積  26 37 31 35 33 35 

交付額  1,864 2,684 1,903 2,256 2,186 2,324 
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環境保全型農業直接支払交付金 

鳥取県 最終評価報告書 

 

Ⅰ 都道府県における環境保全型農業推進の方針等 

本県では、農林水産省の「みどりの食料システム戦略」（令和３年５年策定）を踏まえ、「鳥取県

農業生産１千億円達成プラン」（令和３年 12 月改訂）の重点項目に「環境に配慮した農業の推進」

を追加しました。また、「鳥取県みどりの食料システム戦略基本計画」（令和５年３月策定）の推進

目標である「生産現場での環境づくり」「販路の確保」、「消費者等の理解促進」を推進することとし

ている。 

 地球温暖化対策及び生物多様性戦略としては、令和２年１月に２０５０年脱炭素（二酸化炭素排

出実質ゼロ）宣言し、「令和新時代とっとりイニシアティブプラン」において、環境負荷の少ない生

産や周辺環境の保全を推進することとしている。 

 

 

Ⅱ 取組の実施状況 

１ 支援対象取組の実績 

項  目 R2 

実績 

R3 

実績 

R4 

実績 

R5 

実績見込 

実施市町村数 14 14 14 14 

実施件数 40 41 41 45 

交付額計（千円） 32,050 28,721 28,134 29,166 

実施面積計（ha） 556 527 451 498 

取

組

別

実

績 

有機農業 実施件数 12 17 16 19 

実施面積 (ha) 83 72 77 79 

交付額 (千円)  9,588 8,172 8,850 9,075 

堆肥の施用 実施件数 19 18 19 23 

実施面積 (ha) 205 168 186 203 

交付額 (千円) 9,031 7,396 8,184 8,922 

カバークロップ 実施件数 20 18 18 19 

実施面積 (ha) 185 173 148 142 

交付額 (千円) 11,113 10,367 8,858 8,525 

リビングマルチ 実施件数 0 0 0 0 

実施面積 (ha) 0 0 0 0 

交付額 (千円) 0 0 0 0 

草生栽培 実施件数 0 0 0 0 

実施面積 (ha) 0 0 0 0 

交付額 (千円)  0 0 0 0 

不耕起播種 実施件数 0 0 0 0 

実施面積 (ha) 0 0 0 0 

交付額 (千円) 0 0 0 0 
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２ 推進活動の実施件数 

 

 

長期中干し 実施件数 1 1 0 1 

実施面積 (ha) 28 28 0 15 

交付額 (千円)  224 224 0 120 

秋耕 実施件数 3 4 1 5 

実施面積 (ha) 24 50 7 25 

交付額 (千円) 191 403 56 202 

冬期湛水管理 実施件数 6 5 7 8 

実施面積 (ha) 31 35 33 35 

交付額 (千円) 1,903 2,159 2,186 2,324 

推進活動 R2 実績 R3 実績 R4 実績 R5 

見込み 

自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農

業生産活動の技術向上に関する活動 

    

 技術マニュアルや普及啓発資料などの作成・配布 7 7 6 5 

実証圃の設置等による自然環境の保全に資する農

業の生産方式の実証・調査 

1 2 1 0 

先駆的農業者等による技術指導 4 4 6 5 

自然環境の保全に資する農業の生産方式に係る共

通技術の導入や共同防除等の実施 

0 0 0 0 

ICT やロボット技術等を活用した環境負荷低減の

取組 

3 3 3 2 

自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農

業生産活動の理解増進や普及に関する活動 

    

 地域住民との交流会（田植えや収穫等の農作業体

験等）の開催 

10 8 10 12 

土壌診断や生き物調査等環境保全効果の測定 3 6 5 5 

その他自然環境の保全に資する農業生産活動の実施を

推進する活動 

    

 耕作放棄地を復旧し、当該農地において自然環境

の保全に資する農業生産活動の実施 

1 2 2 5 

中山間地及び指定棚田地域における自然環境の保

全に資する農業生産活動の実施 

18 20 19 24 

農業生産活動に伴う環境負荷低減の取組や地域資

源の循環利用 

4 4 4 5 

環境と調和のとれた食料システムの確立のための

環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令

和４年法律第 37 号）第 21 条第１項に規定する特

定環境負荷低減事業活動実施計画の認定を受けて

いる場合又は当該年度までに認定を受ける見込み

がある場合 

   0 

その他自然環境の保全に資する農業生産活動の実

施を推進する活動の実施 

3 4 5 4 
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３ 都道府県が設定した要件等 

（１）実施要領第４の１の（１）のイにより都道府県が設定した堆肥の施用量及び交付単価 

 

（２）実施要領第４の１の（９）により都道府県知事が特に必要と認めた取組 

 

（３）実施要領第４の２の（４）により設定された化学肥料及び化学合成農薬の低減割合の特例 

 

（４）実施要領第４の３により設定された、地方公共団体が定める地域独自の要件 

 

Ⅲ 環境保全効果等の効果 

１ 地球温暖化防止効果 

対象取組の有機農業・堆肥の施用・カバークロップ・長期中干し・秋耕は、国が実施した環境保

全型農業直接支払交付金第２期中間年評価（令和４年１２月）（以下、第２期中間年評価。とする）

において「地球温暖化防止効果が高い」と評価されている。 

本県のこれらの取組面積は令和２年度の525haから令和５年度には464haに減少しているが、令和

４年度に418haまで減少した後に令和５年度には前年から46ha増加し、持ち直している。 

減少理由としては、主にカバークロップが令和３年７月豪雨被害により化学合成農薬の使用が増

加したことで交付要件を満たせなくなったこと、農家の高齢化及び原油高騰が要因となっている。 

第２期中間年評価と同じ算定手法により令和５年度には県内で1,152tCO2/年の温室効果ガス削減

効果が確認されている。 

また、令和２年度より取組を開始した「秋耕」は、水稲の収穫後の秋に稲わらのすき込みを行う

ことで春にすき込む時と比べてメタンの発生量を約50％削減できる取組であり、令和５年度の取組

面積25haに対して、225tCO2/年の温室効果ガス削減効果が確認されている。 

 

堆肥の種類 対象作物 10 アール当たりの施用量 10 アール当たりの交付単価 

（国と地方の合計） 

－ － － － 

冬期湛水管 

理 

取組の概要 冬期の水田に水を張ること鳥類その他の生物の生 

息場所を確保し、生物多様性を保全する取組 

対象地域 県全域 

対象作物 水稲 

10 アール当たりの交付

単価（国と地方の合計） 

8,000 円（有機質肥料施用・畦補強実施） 

7,000 円（有機質肥料施用・畦補強未実施） 

5,000 円（有機質肥料未施用・畦補強実施） 

4,000 円（有機質肥料未施用・畦補強未実施） 

作物名 対象地域 設定された特例の内容 

なし 県全域 化学合成農薬の３割低減の特例 

地方公共団体 独自要件の内容 

－ － 
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２ 生物多様性保全効果 

有機農業及び冬期湛水管理の取組は、国が実施した第２期中間年評価において「生物多様性保全

効果が高い」と評価されている。 

本県におけるこれらの取組の面積は令和２年度の 114ha から令和５年度は 113ha であり、横ばい

傾向となっている。 

また、取組実施による生物多様性保全効果を検討するため、令和３年度に本県で生物多様性保全

効果について、有機農業における現地調査を実施し、生物多様性が「非常に高い」「高い」が有機農

業実施区で 100％であったのに対し、慣行栽培の対照区では 75％であり、有機農業の実施により生

物多様性保全効果が高まったことが確認された。 

 

３ その他の効果 

鳥取市国府町では、JAいなば国府支店管内の農家グループが主にカバークロップとしてレンゲを

使用し、化学農薬・化学合成肥料の５割低減の取組と合わせて栽培したコシヒカリを「万葉美人米」

としてブランド化し有利販売を行っている。当地域は、大伴家持が万葉集最後の詩を詠んだ万葉の

ふるさとと称し、ブランド名の由来となっており、食味にこだわった栽培を行っている。 

 

Ⅳ 事業の評価及び今後の方針 

事業の評価 

令和５年度の県内の取組面積は令和２年度と比較して 58ha (10%）減少しており、地球温暖化防

止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動の面積は減少傾向となっている。 

主にカバークロップが減少傾向となっており、理由として令和３年７月豪雨被害により要件を満

たせなくなったこと及び農家の高齢化が要因となっている。加えて原油高騰の影響も受け、現状の

支援では経費負担の軽減になっていないといった意見もあり、今後推進を図るにあたっては現場の

実態に合わせた見直しが必要である。 

一方、取組別実績の実施件数の合計は、令和２年度の６１件に対して令和５年度は７５件であり、

面積は減少しているものの取組実施数は増加している。 

 

今後の方針 

鳥取県農業生産１千億円達成プランの「環境に配慮した農業の推進」に基づき、令和４年４月に

JA グループと県で構成された「鳥取県みどりの食料システム推進プロジェクト協議会」が設立され

た。有機農業・特別栽培等の生産技術確立及び実証普及を図ることとされており、農業者に向けた

技術の普及と併せて本事業の周知を図る。 

また、現取組者に対しては、取組や面積拡大を後押しするために、制度を所管する市町村、農業

者の技術指導を行う農業改良普及所及び農業振興課等と連携して、ＧＡＰや有機農業等の研修・指

導に加えて販路拡大のための情報提供を行う。 

 

31


